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本稿は,拙 稿 「フラ ンチ ャイズ システム とフラ ンチ ャイズ契約締結 準備
におけ る売 ヒr測 」学院29巻2}}1491'1以ド(2003年),学院30巻1・2
%,'-551"1以ド(2004年)(以ド,前 稿 とす る)の 続編で ある1。 前稿では,
我が国の フラ ンチ ャイ ズシステムの現 況を示 し,契 約締結 準備段i賠にお け
る売L利 益r測 につ いて,我 が国の判例において示 されてい る基準を分析
した。 本稿 で は,フ ラ ンチ ャイ ジン グ行 為規則(FranchisingCodeof
Conduct)を制定 し,積 極的に フラ ンチ ャイズ契約 の問題に取 り組むオー
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ス トラ リアの状 況を分析す る。 具体的には,オ ー ス トラ リアにおけるフラ
ンチ ャイズ関連 法規を フランチ ャイズ産業の状 況をふまえつつ検討する。
そ して,こ のオー ス トラ リアの状況を分析す ることによ って,我 が国に 与
え る示唆を得たい と考え る。本稿でオー ス トラ リアを取 りiげ る理 山は以
ドによ る。
フランチ ャイズエ イジ2004年9月}}16頁によれば,2004年5月17日
1811に北京 で開かれたllt界フラ ンチ ャイズ会議,そ して同年5月2011ア
ジア太'1ろ洋 フランチ ャイズ連盟の会議において,オ ー ス トラ リアの フラン
チ ャイズの現状 と傾向が報告 された。オー ス トラ リアで も日本 と1司じくフ
ランチ ャイズ産業は成長 してい るが,報 告 された最近のオー ス トラ リア フ
ランチ ャイズ　%の 傾向 と して,Φ 家 庭を拠点 に した チェー ンの増 大 ②
海外への進 出が盛 ん ③ 紛 争の沈静化 ④ 複数店所 有オー ナーの増 大 ⑤ 好ま
しいフラ ンチャイジー候補 者が少な くな ってきて いる,が あげられている。
紛争が沈静化 した原因 については詳 しくふれ られていないが,本 稿で とり
iげるフランチ ャイジ ング行為規則や取引慣行法が紛争解決に__の 役割
を果た した ことが推測で きるので はな いか。少な くとも,オ ー ス トラ リア
では,フ ラ ンチャイズ契約 に関す る問題を 、㍗去や 司法 によって うま く解決
してい ることが うかがえ る。そ して,フ ラ ンチ ャイズ複数店所有オーナー
が増大 した ことは,(法 人契約 が増えて いるな どの他の 要因 もあろ うが)
フラ ンチ ャイズで成功 した人が増えて いるといえ るので はな いか。すなわ
ち,オ ー ス トラ リアで は,全 く経営の 素人で あ って もフラ ンチ ャイズ シス
テ ムを利川す ることで独 、ヒの 事業者になれ るとい うフラ ンチ ャイズシステ
ムの利点が ト分 に機能 し,素 人で も独 疏の1僕 者 として成功で きるという
夢 が実現 されてい るといえ よう。 よって,1司じくフラ ンチ ャイズ　%{は 成
長 してい るが,紛 争が 多発 してい る目本の フラ ンチャイズ業界そ して法制
度の面においてオー ス トラ リアの状況は参考 にな るのではないだ ろうか。




そ して,フ ランチャイズ契約締結準備段階における売L利 益r測 に関する
紛争がどのように解決されているのかを分析 してみる。
注
(1)その他,拙 稿 「フ ラ ンチ ャ イズ契約 締 結 に あた り,フ ラ ンチ ャイザ ーに 対 して情
報 提 供義 務違 反 が な い と され た ・1`例1関学50巻2}}193頁以 ド(1999年);拙稿
「フラ ンチ ャ イズ契約 締結 準 備段 階 にお ける情 報提 供義 務 」法 時72巻2"85,;頁以 ド
(2000年);拙稿 「フ ラ ンチ ャイ ズ契 約締 結準 備段 階 にお け る売Lr測 ↓法 時75/s:')
}}114r{以ド(2003年);拙稿 「フラ ンチ ャイ ズ契約 締 結 準備 段 階 にお け る売1'r
測情 報の提 供 名 占屋 高 判'1`11・1・18(サー クルK1111賀黒瀬 店'捌'i・)の検 討 を
中心 に1大 阪学 院 人学通 信34巻6%,'-21頁以 ド(2003年)も参照 され たい
第2章 オ ー ス トラ リア にお け る フ ラ ンチ ャイ ズ システ
ムの発 展 とその規 制
1オ ー ス トラ リアにおけるフラ ンチ ャイズの歴 史
1-1序 論
本稿 では,近 年,徹 底 した フラ ンチ ャイズ開示 規制 であるフラ ンチ ャイ
ジング行為規則(FranchisingCodeofConduct)を定 めたオー ス トラ リ
アの状況 を分析す るが,こ の フラ ンチ ャイジ ング行為規則 とフラ ンチ ャイ
ズ契約締結準 備段 階 にお ける売1矛 測 に関す る紛,fr,!}例を検 討す る前に,
本章では,フ ランチ ャイズシステム発展の歴史 とその規制を概観する。 もっ
とも,フ ランチャイズ契約締結準備段階 における売 ヒ利益r測 に関する紛
争で は,取 引慣 行法(TradePracticesAct)II'52条(誤解 を'∫え るよ う
な行為 また は欺 隔的 な行為(Misleadingordeceptiveconduct))121や51
A条(解 釈(Interpretation))1.{1,59条(商行為 にお ける誤解 を'1一え る表
示(Misleadingrepresentationsaboutcertainbusinessactivities))1
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が適 川できるか どうかが争われている。 よ って,こ の取 引慣 行法 の歴 史 も
ま じえ,分 析をする。
1-2フ ランチ ャイズとその法規制の歴史
オー ス トラ リアにおいて もフランチ ャイズ産業は,わ がllミ1と同様,急 速
に発展 して いる5。 オー ス トラ リアにおいて フラ ンチ ャイズが本格 的には
じま ったの は1960年代後'Fであ る。 マ ク ドナル ド,KFC(ケ ンタッキー
フライ ドチキ ン),ピ ザ ハ ッ トに代表 され るア メリカ系企 業が オー ス トラ
リアに進出す ることによ っては じまる"。 オー ス トラ リアで も,ア メリカ
と1司じく,素 人が簡 単に起業 し,独 、`五の1}i三に成れ るとい うことで,フ
ラ ンチ ャイズ システムは歓迎 され た 丁。 そ して,1978年には非 製造 業の
19%がフランチ ャイズ産業で しあ られた。 このため発達す るフランチ ャイ
ズ産業に介人す る法的な規制が必 要であ ると,政 府は認識をは じめ る。
この1970年代は,消 費 者保護の 世論が,iiヒ界的 に も,ま た,オ ー ス ト
ラ リア国内において も,広 まった時期で もあ り,消 費者 と豊富な情報を持
つ企業 との交渉ノJの格差が認識 された時期で もあ った。 これ ら消費者保護
に対す るlki内的なIIヒ論の高 ま りや国外 にお ける消費 者保護 、完法の影響を受
け,オ ー ス トラ リアにおいて消費 者保護のための法律制定が望 まれ るよう
にな るs。 そ して,1972年12月に労 働党 が23年 ぶ りに政権を取 った。消
費 者保 護や取 引実 務(TradePractices)のための 、玩法 は,ま だまだは じ
まったばか りで あ ったが,23年 ぶ りに政権 に復帰 した労 働党 に広 範な改
lll,二が期待 され,取 引慣行法が制定 され ることになった`ll。1974年に,'11時
の 司法長官(Attoney-General)であるi院 議員 ライオ ネル ・マー フ ィー
(LionelMurphy)は,取引慣 行法の法案を議会に提出 し,1974年10月1
11に取 引慣 行法は制定 された。
この法律が制定 された時点では,本 稿で取 りiげ る取引慣行法52条 は,
「法 人(coi・1)orati(m)は,取引または商行為において,誤 解を 与え るまた
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は欺哺的な行為に従 勝拝して はな らない。」 と規定 されてい るのみであ った。
52条は,1977年に改il:され,「また は誤解 を'1一えるまたは欺ll繭的 となるお
それのある行為」 とい う文f1が規定 に加え られ た1即。 そ して,取 引慣行法
が審 議 され る過程 において,52条 の効川 について も議 論が され た。 そ の
際,52条 は,広 告や販売促進の媒体 な どで川い られ ると仮定 されていた。
そのため,よ り明確な規定をお くことも検討 されたが,結 果的 に,抽 象的
な規 定をお き,柔 軟な適川 を推 進す るこ とにな った。 その結 果,52条 は
'匿i初r期され た範 囲以i:に適 川 され る領域 が広が り,不 実 表示(misrep-
resentation)に関す る紛 争はこの52条 で'frわれることにな って しま った。
すなわ ち,契 約締結準備段 階におけ る表示行為に対す る紛争解決の多 くが
この52条 に依 る ことにな ったので ある。 そ して,こ の領域 におけるほ と
ん どの商事に関す る紛 争 は52条 が使 われ,不 実表示 に関す る裁 判は激減
した引10
この取 引慣 行法 であ るが,2条 で この法律 の 口的が規定 されて いる。2
条は 「この法律(取 引慣行法)のIi的 は,競 争を促進 し,公iEな取 引を実
現 し,か つ消費 者保護のた めの規定 をお くことによ り,オ ース トラ リア国
民 の福祉 を高め ることを 日的 とす る。」 と規定 して いるq㌔ この2条 か ら
も分 かる とお り,取 引慣 行法 は,競'fr法規 と消費 者保護法規 の 二つ のis要
部分 か らな って いるが,52条 は第5章 消費 者保護 の部分に規定 されて い
る。 つ ま り,"i初,取 引慣 行法52条 は消費 者保護を 目的 と して規定 され
た 条文で あ ったので ある。 しか し,52条 は,取 引慣行 法が競 争法 規 も含
んで い ること も要因 とな り,1990年代 頃か ら,次 第 に消費者保護 の役割
か ら小規模`拝業者保 護の役割 も果たす規定へ と変化を遂 げて い く。す なわ
ち,小 規模 事業者が この52条 を川 いて訴え を起 こす 事件が増加 したので
あるII㌔
このよ うに取 引慣 行法52条 は,抽 象的な規定 であ り柔軟 な適 川が 可能
であ ること,契 約締結準備段 階におけ る表示行為 に関す る商`炉拝例で頻繁
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に適 川 され るよ うにな った こと,ま た,52条 が 小規模 嘱業者保護の ため
の役割 を果たす こ とにな った とい う こつの 要因 によ り,こ の52条 は,フ
ラ ンチ ャイズ契約締結準備段 階におけるフラ ンチ ャイザーの表示行為に対
して も適 川されるこ とになる。 その結 果,フ ラ ンチ ャイズ契約締結 準備段
階 にお けるフ ランチ ャイザー による売 ヒ情 報に関す る紛 争で は,52条 が
適 川され て'jrわれることになる。
また,… ノ∫で発達す るフラ ンチ ャイズ,,:VI:に介人する法的な規制が必 要
で ある と政府 は,認 識 をは じめる。1976年に は,取 引慣行法 改.r-_委員会
(TradePractisesActRevi(,WCommittee(SwansonCoinmit.tee))が,
フラ ンチ ャイズ契約 の終rの 場 面において,フ ラ ンチ ャイジーに問題 が生
じてい る と報 告 して いる、,1979年には,取 引慣行 法1溶問 委員会(T1・ade
PracticesConsultativeCommittee(BluntCommittee))が,フランチ ャ
イズ契約 において不公il:な取 引がなされている との報告を発表 した。
しか し,80年代 に入 るまで,政 府 は具体的 な 、万去化の動 きを 見せ てい
なか った。 これ だけフラ ンチ ャイズが発展 しているに も関わ らず,オ ー ス
トラ リアにおいてフラ ンチ ャイズ契約 を規制する法 律は,長 い間,制 定 さ
れず,強 いてあげれば,コ モ ン ・ローや取 引慣 行法 による規制のみであ っ
たのであ る。1986年にな って よ うや く政府 は,フ ラ ンチ ャイズ契約法 の
i'i案(TranchisingAgreementBill)を二度 に渡 って発 表 した。 第一一次
ii案では,契 約締結 交渉以 前に開示が要求 される文Itの規定 も含まれてい
たが,フ ランチ ャイズ契約の期間中,フ ラ ンチ ャイザー とフランチ ャイジー
問 に公il三な取 引がなされる ことをisな目的 と していた。 しか し,契 約 の消
滅,更 新,譲 渡 の規定 には,契 約 の最 小限の期間や,契 約 更新の強制な ど
の規定が 含まれ ていなか った。 また,フ ラ ンチ ャイザーによる契約 内容 の
一 ノ∫的な変更が無効 とはな らないなど,こ のi'i案には不備が 目、γっていた。
このため,こ の第一次 彗∵〔案 に対す る批判が 多 く集ま り,第:次 草案が作 ら
れ ることにな った。 この第:次rit一案 は,① 契約締結交渉 における開示義務
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規定,② 契約譲渡の際 に生 じる義 務につ いての規定,③ 一 ノ∫的な契約の変
更の禁li:などが含 まれて いた。 しか し,フ ランチ ャイズ産業界か ら　%.法化
へつなが る もので はない との批判 を受 け,ま た,政 府 も取 引慣 行法52条
等の規定で フランチ ャイジーの保1護は ト分であ るとしでll,翌年,政 府 は
、8五法化を断念 した1㌔
1990年代 に人 るとさ らに 、`去々化 への取 り組み は加速す る。1990年には,
ド院 産 業 科学 技 術 委 員 会(theHouseofRepl℃sentativeslndustry,
ScienceandTechnology(IST)Committee)が,フラ ンチ ャイ ズ契 約の
問題点を指摘 した。 それ は,① フラ ンチ ャイザー とフランチャイジーの間
の権利義務 について明確 な情 報を,フ ランチ ャイザーが フランチャイジー
に対 して契約以 前に開示す る要求 がな されていない,② 通知 な しで フラ ン
チ ャイザー によ り契約が づ ∫ri勺に変更 され ることがあ る,③ 契約の 更新 ま
たは消滅の根拠 につ いて明確 に述 べ られていない こと,で ある。 そ して,
① 開示文 井,② クー リングオフ,⑧ 合意 を変更す る条件,④ 契約の消滅/
更新または譲渡の条件 を含む改il:案を ド院...,_VI-_科学技術委 員会 は示 した。
同 じく,1990年には,フ ラ ンチ ャイ ジング諮問 委員会(theTt°anchis-
ingTaskForce)が雇川労働関係 中小企,r"=n≦長官(FederalMinisiterfor
DepartmentofEmployment,WorkplaceRelationsandSmallBusiness)
によ り設 置 され,「 フラ ンチ ャイズi%の 効率性 と成長を高 め障壁 をな く
すための メカニ ズムの調 査と提案」 がな され ることにな った。 フラ ンチャ
イ ジング諮問委員会 は,フ ラ ンチ ャイズはオー ス トラ リア経済 に活力 と利
益を生み出 してい ると結論づ けた報告 膨1}を作成 してい る。具体的 には,フ
ランチ ャイズ産 業は,雇 川 を生み出 し,小 規模 事業を は じめる障壁 を無 く
し,小 規模i}を は じめるき っかけをi-1えてい るとフラ ンチ ャイズ諮問 委
員会は述べて いる。 そ して,厳 格な規制は望 まな いが,自i三規制 の制度 を
設け,オ ー ス トラ リアにおけ るフランチ ャイズの発展 を継続 させ るべ きだ
とフラ ンチ ャイ ジング諮 問委員会はis張したlii}1。さ らに,フ ラ ンチ ャイ ジ
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ング諮 問委員会は,フ ランチ ャイジングの規則を作成す る準備 を始 めた。
1991年には,フ ラ ンチ ャイ ジング諮 問委員 会は,ド 院 産 業技 術委員会 の
報il:11をll∫度調査 し 「フラ ンチ ャイジーは,不 適 切,蜘1繭的,不 実 表示 的な
契約 を結 ば されてい ると不安 に陥 って いる。 この状況 を看過す る ことはで
きない。」 との記 載を含む報 告1重}を発表 した。 そ して,自i三規制 となる実
務規則(CodeofPractices)の制定 を フラ ンチ ャイズ諮 問委 員会は提11昌
した。
これ らを政 府 は検 討 した 結 果,1993年 に フ ラ ンチ ャ イ ズ法 委 員 会
(FranchiseCodeCouncilLimited)がフラ ンチ ャイズ業界 の育志が集 ま
り設 疏され,フ ラ ンチ ャイ ズ法 委員会 は,フ ラ ンチ ャイジ ング実 務規 則
(FranchisingCodeofPractiee)を制定 ・施行 した。 これ に よ り,フ ラ
ンチ ャイザ ーの財務状 況の開示や クー リングオフが定 められた 「。 しか し,
これはあ くまで,実 務規則(CodeofPractice)ということで,フ ランチ ャ
イズ業界による業界の自i三規制を目的に したものであ り,フ ランチ ャイザー
は フランチ ャイズ法委員会か らこの フラ ンチ ャイジング実務 規則 に従 うよ
う強制 されるわけで もな く,フ ラ ンチ ャイズ法委員会が,フ ランチ ャイザー
とフランチ ャイジーの問で紛争が生 じた際,そ のフラ ンチ ャイジング実 務
規則に従 うことを強制す ること もで きなか った。 この フランチ ャイジング
実 砺規則は勧f{11するだ けの規則で あ り,フ ラ ンチ ャイズ法委員会には フラ
ンチ ャイジング実務規則 に従 わせ る権 限はなか ったのであ る0
この頃,事 業の実績や財務状況 などを開示 しているフラ ンチャイザーは,
た った60%で あ り11m,たった30%の フラ ンチ ャイザ ーが規則 に従 い開示
文Ltを作成 して いだ'lll。このよ うに フランチ ャイジング実務規則 に従い,
卜分な情報を開示 して いるフラ ンチ ャイザ ーは決 して多 くなか った。 しか
も,契 約締 結準備交渉 にお いて非良心的 な行為 を行 っている フラ ンチ ャイ
ザー も少な くな く,以 ドに示す ように紛争 も多発 していた。
ド院産業科学技 術委 員会が作成 した1997年の報告,1苧では,13%の フラ
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ンチャイザー と1%の フラ ンチ ャイ ジーが係争 中である と報告 して いる,
そ して25%の フランチ ャイザーが紛争をかかえてお り,10%の フラ ンチ ャ
イジーが フランチ ャイザーとrt大な意見の不一致にな って いると報 告 して
い る121。また,1996年511から11月 までの問 に,フ ラ ンチ ャイズ法 委員
会 は,123の形式 的訴状(formalcomplaints)や2500の調 査(inquir-
ies)の報 告を受 け取 って いた。 その他 に も,1996年1月lIiから4月30
iiまでの間 で,41も の フラ ンチ ャイズに関す る紛 争の訴えが連 邦裁判所,
州の最高裁,n業 裁判所 に起 こされていだ0こ のようにフランチャイザー
に対 して不満を抱 いて いるフラ ンチ ャイ ジーは 多 く,深 刻な トラブルや紛
争が 多発 して いたので ある蜘。
これ ら紛 争の 多 くは,契 約締結準 備交渉において,フ ラ ンチ ャイザ ーに
よる情 報開示が ト分 にな され ていないま った くな されていない ことに起因
していた。 フ ラ ンチ ャイズ契約 に関す る紛'jrの多 くは,取 引慣 行法52条
に関す る ものであ ったので ある。 フラ ンチ ャイジーは ト分な情報を フラ ン
チ ャイザーか ら得てお らず,そ の結 果,フ ラ ンチ ャイズに1川盟 した らどん
な仕1}をせ ねばな らな いのか フラ ンチ ャイジーは理 解 しない まま,多 額の
借 金を していたのであ る。 そのため,多 くのフ ランチ ャイジーが,1}に
失敗 し,破 滅 していた。 す なわち,こ の頃のオー ス トラ リアにお けるフラ
ンチ ャイズ契約締結 準備交渉で は,フ ラ ンチ ャイザーによ り誤信をf-1一え ら
れ る行為,欺 哺 的な行為が行われて いたのである。
この間,オ ー ス トラ リアにおいて フランチ ャイズは,発 展を続けていた。
1994年の統計(1994theAustralianBw・eauofStaticssurveyofAust-
ralianfranchising)による と総売 ヒは427億オー ス トラ リア ドル,店 舗
総 数3万5百 店舗,555の フラ ンチ ャイザー(フ ラ ンチ ャイ ズチ ェー ン数
555系列),2万6T一 の フラ ンチ ャイジー に27万9T・人の従業員が働いて
いた。 この売 ヒ高は,毎 年,14%つ つ増 加 していだ211。1995年の段 階で
GDPに 占め る割合 は,3%に なって いる。 毎年出店 され る店舗 も4千 店舗
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を くだ らなか った12'。この1994年の統計が 示 され たことで,フ ラ ンチ ャ
イズ産 業のオー ス トラ リア経済 に 　-1一える影響 が多大な ものであ るとの認識
が さらに深 まった。
この頃,フ ラ ンチ ャイズ業界は,紛 争を解決 しフランチ ャイザー とフラ
ンチ ャイ ジーの 協i司関係 を作 り出すために新たな規則が必 要 とされ るとの
認識を強め るに至る。 フラ ンチ ャイジング実 務規則が不 卜分な ことに より
発生す る紛争の ための経済 的社会 的費川 も珂穿大 していた。 その 一/,で,フ
ラ ンチ ャイザ ーと トラブルを抱 えた フランチ ャイジーが裁判に訴え ること
は少な く,訴 えて投 資 した資金をilii復する ことが出来 るよ うにす る必 要が
あ った。 この よ うに,フ ラ ンチ ャイジング実 務規則は,フ ランチ ャイザー
お よびフラ ンチ ャイジーの双方か ら信川が乏 しく,有 効性 が疑問視 されて
いたので ある。
そ して,各 ノ∫面か らフラ ンチ ャイジング実 揚規則に よる規制の限 界が指
摘 され,新 たな規則 を制定 す る提案 がな され る,;。例えば,先 に述べた と
お り,フ ラ ンチ ャイザーは,フ ランチ ャイジー に対 して指導的な 、ア場 にあ
り,ま た情 報 ・財務な どあ らゆ る面で優越 した地位を 有 してお り濫川 され
る場 面が 多か ったのであ るが,ド 院産業科学技術 委員会 は,フ ラ ンチャイ
ザ ーが この優越 した地 位を濫用す る場合 もあ ることを指摘 し,ア メ リカで
制定 されているよ うな規則,す なわ ちフランチャイザーの優越的地位の濫
川 を防 ぎ,紛 ノ∫}を解決 しフランチ ャイザー とフラ ンチャイジーの 協同関係
を作 り出すために新たな規則を作 り出す ことを提案 した ㌔ そ して,ド 院
産 業科学技 術委員会は,文ll}によ り情報が開示 され ることが義務づ け られ
ている新 しい規則の必 要性を説 いた。
ま た,1995年 に 設 、γさ れ た オ ー ス トラ リア 競 争 ・消 費 者 委 員 会
(AustralianCompetitionandConsumerCommission;ACCC)I」昌 は,
自i三規制的 な規則が望ま しいが,そ れが1'分に機能 して いな いので あるな
らば,別 のT一段 を川 いるべきだ と,:張しだ,,,、、そ して,行 為規則作成の メ
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リッ トと して,① 適 用の範囲が特 定の産業 協会の メ ンバー に限定 されず,
その産 業に従 事す る人すべてに対 して適川で きる,② 私的お よび公的な強
制の双 方が 可能,③ 規則を違 反 した ことによ り不利益を被 った人 に対 して
効果的 な救済 ができる,④ 多 くの産業では 自is規制を強化す ることに賛成
して いるが,自 分 のところの産業だけ 自i三規制を強化す ると競合す る他の
産 業に利益 を'1一えて しま うので,規 制強化をで きずにい る,と い う四点を
オー ス トラ リア競 ノ∫}・消費者委員会は示 し,新 しい規則作成の必 要性をi三
張 した。 また,同 じ頃,財 務省は取 引慣 行法を補強す る形で新 しい規則を
作 ることに賛成 している曙1°。
この ようにrii三規制 の方法 では規制を強化す ることは不 可能であ るとの
認識が強 ま り,フ ラ ンチ ャイ ズシステムのすべての行為を規制す る法律が
必 要とされて いた。 しか し,一 方で,法 規制を強め ることで,フ ランチ ャ
イズ産業の発展 を抑制す る,ま たは台 無 しにす る可能性 があ る点 も指摘 さ
れ,強 制ノJのあ る行為 規Ili」の制定 を危ぶ む声 もあが った1もll。1995年9月
に 政 府 は,「 フ ラ ン チ ャ イ ジ ン グ実 務 規 則(FranchisingCodeof
Practices)の強み はその柔軟性 にある。 自is規制 のおか げで フラ ンチ ャ
イズi%iがイニ シアテ ィブをとれ るため,フ ラ ンチ ャイジングの要因の変
化にすばや く反応す ることがで きている。産 業に とって最 も適 した実 務的
基準を作 り出す ことがで き,強 制力 のある規則 ではこれを達 成す る ことを
望む ことはできない。」 と述べ,フ ラ ンチ ャイジ ングに最 も適 した実務 的
基準 を促 し,効 果のあ る方法 と してrl発的 なr住 規制を保持す るこ とをi三
張 していた静。
しか しなが ら,フ ランチ ャイザ ーとフラ ンチ ャイジーの交渉能 力の不均
衡をよ り解消 し,よ り公il:な取 引を 日指す必要性 は無視できない ものであ っ
た。 そ こで,フ ラ ンチャイズ産 業の発展を抑 制 しないよ うにするため,従
前の規制が ト分で ある場合 には,こ れ以 ヒ、/.法による規制は行わない,す
なわ ち,従 前の法 による規制がri∫能 な領域 には,新 たな ㍍法規制は行わな
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いノ∫針 で政 府 は 、'五法化を進 め ることにな った{1。その結 果,1997年に政
府 は,取 引慣 行法 を修111する(amended)形で,強 制 力を イJする規則の
制定 を決定 し,翌 年,フ ラ ンチ ャイ ジン グ行為規 則(FrallchisingCode
ofConduct)は制定 された。 これ によ りすべ ての フラ ンチ ャ イズ81`業は
法の規制 に服す ることになった。 同年,フ ラ ンチ ャイ ジング行 為規則の 発
展 ・維 持 ・.1f%-fl及す るた めの助Illと して フラ ンチ ャイズ政策 委員 会
(F1・anchisePolicyCouncil)を設 、8五した。 なお,こ れに伴い,フ ラ ンチ ャ
イズ法 委員会(FranchiseCodeCouncilLimited)は1996年に解散 した。
新 しいフラ ンチ ャイ ジング行為 規則 の ドで,違 反が あ った場 合,フ ラ ン
チ ャイ ジー はフラ ンチ ャイザ ーに対 して個 人的 に訴訟 を提起す ることがで
きる し,オ ー ス トラ リア競 争 ・消費 者委 員会(AustraliallColnpetition
andConsumerCommission(ACCC))は,フラ ンチ ャイジーの側 にた っ
て訴訟 をす る権限 を 与え られている。実際,こ の フランチ ャイジング行 為
規則 はフラ ンチ ャイズ業界に一定 の影響 を 与えた。 フラ ンチ ャイジング行
為 規則を95%以iの フラ ンチ ャイザーが そ して75%以 ヒの フラ ンチ ャイ
ジーが意 識 して契約を結んで いる。 そ して,85.6%のフラ ンチ ャイザーが
フラ ンチ ャイジング行為規則に従 って情 報を提 供 してい る。 また,こ の フ
ラ ンチ ャイジ ング行為 規川 にあわせ66.3%のフ ラ ンチ ャイザ ーが開示 文
Itを変更 し,63.9%が契約 を変 更 して いる。 そ して,フ ラ ンチ ャイジーの
25.9%がフラ ンチ ャイズの購人の決定 にあた って 文itが重要な役割 を果た
した と して お り,フ ラ ンチ ャイジーの14.4%が助 けにな った と してい る。
フラ ンチ ャイザーの58.4%が,1リ1確であ る等の理 山か ら使 いやす い と し
てい る41。また,1998年の イエ ローペー ジの調 査では82%の フ ランチ ャ
イジーが フランチ ャイジング行為規則を注意 し,70%がその コピーを見て
いる軸 との結 果を発表 している。
しか し,フ ラ ンチ ャイジング行為規則を,複 雑であ る ・商業川語ではな
く法 律川 語な ど理firしがた い川語を川 いて いる等の理 山か ら57.9%のフ
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ランチ ャイザ ーが理 解 しに くいと していた。 また,32.2%のフラ ンチ ャイ
ザーが フラ ンチ ャイジング行為規則を使い に くい とし,9.3%のフランチ ャ
イジーが何の助 けに もな らな いと答 えている'll'、,さらに,27.7%の人が フ
ランチ ャイズ購入の際 に,開 示 文書が 重要な役割 を果た さなか った と答え
た。 そ して,約61%の フラ ンチ ャイザーが改良 の余地 があ ると していた。
また,先 に示 したTu'iからも分か る とお り,す べての フランチ ャイザーが
この フランチ ャイ ジング行為規則 に従 っているわけで もな く,フ ランチ ャ
イジーの一・部にはフランチ ャイジング行為規則の存在を知 らない人がいた。
これ らの点 か ら,雇 川労 働 関係 中小 企業 省 中小 企 業局(theOfficeof
SmallBusiness)が1999年に行 った フラ ンチ ャイ ジング行為規則 に関す
る調査報告1韮}では 「フラ ンチ ャイ ジング行為規則が フランチ ャイズ産業 に
・'rの効果を 与えて いる ものの,一一部に不満が出てお り,フ ランチ ャイジ
ング行為規則を認知 して いないフラ ンチ ャイジー さえい る。 よ って,フ ラ
ンチ ャイジ ング行為規則 をよ り理解 しやす く,使 いやす く,効 果のあ るも
のに変え る必 要が ある」 と記 されていた静。 そ こで,フ ランチ ャイズ政 策
委員 会は,1999年12月か ら2000年3月 までの問,フ ラ ンチ ャイ ジング
行為規則の 再考を始 めた:n。
そ して,① 規則の運川 を明確 に し,紛 争の解決に役 ≫一つ柔軟な規定を保
証す る,② 訴 訟費川 を減 らす,③ 柔軟性 を増やす ことをll的に,2001年
10月,改il:された フラ ンチ ャイズ行為 規則 は施 行 され だi!1。isな改il:!.!:
は以 ドの通 りであ る。
① 年 間の総 売 ヒげが5000ドル以 ドの フランチ ャイズ事業の ための短
い開示 文書の導 人
② フラ ンチ ャイ ジーが提 供す ることを要求 され る開示 文';件 の削除
③ フラ ンチ ャイ ジーがマーケテ ィング費川,ま た は,協 力金の 出資 を
義務づ け られ ている場 合,そ の資金を管理運川す るための費川 は,そ
の資 金か ら支払 われ ること。
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(41WholesalePt・iceの定義の明確化
㊧ フラ ンチ ャイザーの ・方的なフラ ンチ ャイズ契約終rを さけるため
の規定 の創設
この間 に も,フ ラ ンチ ャ イズは飛躍ri勺な発展を続 けて いる。2002年に
は総売 ヒは,800億 ドル,総 店舗 数4万9T7百1`il舗,700のフラ ンチ ャ
イズチ ェー ンに47万8T・91CI人の 人 々が働 いて いるll㌧IGDPにしめるフ
ラ ンチ ャイズ産 業の割 合は12%で800億 ドル とな ってい るil、,
このよ うにオー ス トラ リアでは,フ ランチ ャイズの発展に対処す る形で
法制度 を充実 させ ている。以 ドでは,フ ランチ ャイジング行為規則につい
て紹 介をす る。
2フ ランチ ャイ ジング行為規則(rranchisingCodeofConduct)に
ついて
2-1売 ヒ情 報に関す る規定
この法律 は,そ の名の通 り,フ ランチ ャイズに従llける者の行為を規定
す る法律 であ る(2条)1㌔ そ して,フ ランチ ャイザー は,フ ラ ンチ ャイ
ズ契約 を結ぶ 前に,ま た,フ ランチ ャイズ契約締結以 後は,そ の会計{1渡
終r後3カ 月以 内に,フ ランチ ャイズ行為規則第:.:の規定に従い開示lt
面(disclosuredocument)を作成 しな ければな らないと規定 して いる(6
条1項)"1。この開示 、1宰面を作成す るli的は,フ ラ ンチ ャイジー となろ う
とす る者に対 して,フ ランチ ャイザーか ら情 報を提供す ることに よって,
フラ ンチ ャイジーが フランチ ャイズに関 して合理的な情報 に),!ついた決定
をす るためのr一助 けとな ることであ る(6A条(a順)ll。もっとも,総 売
ヒ高5T一オー ス トラ リア ドルを超え るか超えないかによ って,開 示 しなけ
れ ばな らない中身 は変 わ って くるが,売 ヒ・利益に関す る↑1学報提 供につい
て は,開 示 文ll}の補足 規定 である補足規定第一編19条(190fA:mexure
l)で規定 されてい る11。内容は以 ドの通 りであ る。
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2-2補 足規定 第一編19条 売1:情報(EarningInf'or・mation)
19条1項 フラ ンチ ャイズに関す る売 ヒ情 報 につ いて は,そ れが提 示 さ
れ る場 合は,合 理的根拠 に基づかな ければな らな い。
19条2項 売 ヒ情 報は,開 示rl漁iとは異な る文ll,で,開示 匿1}面に添 付 し
なければな らない。
19条3項 売f.情報 には,フ ラ ンチ ャイズに関す る過 去 ・将来の 財務状
況についての情報が含 まれ る。
19条4項 次の 文.1:F,t_がある場合 は,売 ヒ情報が提示 され ない場合 である。
「フラ ンチ ャイザーは,(フ ランチ ャイズの タイプを人れて)
フランチ ャイズに関す る売i情 報を 　-1一えな い。」
「売iは フラ ンチ ャイズごとに異なる。」
「フラ ンチ ャイザーは特定 の フランチ ャイズのた めの売 ヒを
見積 もることがで きない。」
19条5項 ∫〉想 や推 定 による売 ヒ情 報は,次 のデー タを含 まな ければな
らない。
(a)r想や推 定を根拠 づ けた`1`実や仮定(assumption)
(b)フランチ ャイザーそ して 」り想や推定 にあた った他の編集
者(compiler)によりな されたr想 や推定の範囲
(c)r想や推定 が関係す る期間
(d)」～想 や推定 がおよぶ期間を選択 した ことの説明
(e)r想や推定 には,減 価償kp(depreciation),フラ ンチャ
イジーの ための給 料 そ して サー ビシ ングロー ン(servic-
ingloans)の費川が含 まれてい るのか どうか。
(f)利益 と税金の想定
23本 節の まとめ
以 ヒが フランチャイジ ング行為規則の 内容で ある。次 に,実 際 に判例 を
一13一
検 討 したいのであるが,売L∫}測 に関する判例では,フ ラ ンチ ャイジング
行 為規則で はな くて,取 引慣 行法52条 が適川 され てい る3糾列ばか りであ
る。 この理 山は,既 に述 べた とお り,① フラ ンチ ャイジング行為規則が,
従 前の規定 で ト分な場 合は,こ の以 前か ら存在する規定 によ り解決を図る
とい うノ∫針 で制定 された こと,② また取 引慣 行法52条 が非常 に抽象的で,
使 い勝 手が良 いこ と,③ 不実 表示に関す る商'1列`例で は取 引慣 行法52条
が川 い られ,契 約締結準備段 階における表示行為に対する適 川が多 くを占
め るよ うにな ったこ とと,④52条 が消 費者保護だ けで はな く小規模`拝業
者保護のための役割を果たす ことになったな ど様 々で ある。 この点 を鑑み,
次 章では,取 引慣行法52条 につ いて分析 を し,そ の ヒで,判 例を検討す
る。
注
q)取 引慣 行 法(TradePi・ac・ti(・esAct)のli的は,第:条 で 規定 され て い る 第:条
は,「 この 法律(取 引慣 行法)のIl的 は,競 争の 促進 し,公il:な取 引 を実現 し,か つ
消費 者保護 の た めの 規定 を お くことに よ り,オ ー ス トラ リア国民 の 福 祉を 高め る こ
とを11的とす る 、1と規定 して いる この第:条 か らも分か る とお り,取 引慣 行法 は,
競 争法規 と7P'i't'i保護法 規の:つ のll要部 分か らな ってい る、 そ して,iSで19壁



































オー ス トラ リア競争 ・消費 者委員会の決定 に関す る密 判所に よる審 判
国際 貨物 海 ヒ輸送
経 過措 置(削 除)
競争 コー ド
㌔E矢t通蛋亨ρ袴業;,文尭尭了レri勺そf2藍訪及 び、記金求f呆毎芽規定
電 気通 信 ア クセ ス制度
雑 則







































〔J)我 が 国 の 状 況 お よ び フ ラ ン チ ャ イ ズの 歴 史 に つ い て は,拙 稿 「フ ラ ン チ ャ イ ズ シ
ス テ ム と フ ラ ン チ ャ イ ズ契 約 締 結 準 備 に お け る 売 ヒr測11)(2・ 完)1大 阪 学 院29巻








(8)例 え ば,オ ー ス トラ リ ア 国 内 で の 消 費 者 保 護 、「々 去へ の 世 論 の 高 ま り で あ る が,
[1964年に ヴ ィ ク ト リ ア 州 で 施 行 さ れ たVicto1・ianConsumerProtectionActは
1971年ま で に す べ て の 州 で 施 行 さ れ る こ と に な った 、、 こ の た め 連 邦 政 府 レ ベ ル で の




ま た,国 外 の 消 費 者 保 護i%.7の 影 響 で あ る が,1取 り1慣行 法(TradeYi・actices
Act)は,イ ギ リ ス で1973年 に 施 行 さ れ たSupplyofGoods(ImpliedTerms)Act
の 影 響 を 受 け て い る 規 定 が 多 々 あ る し,52条 は ア メ リ カ のtheAmericanFederal
Commissi(mAct5条 の 影 響 を 受 け て い る 、,ま た,イ ギ リ ス は1973年 にFair
'T
rading・Act1が施 行 さ れ て い る 。」 と い う よ う に,こ の 頃 の オ ー ス トラ リア は 同 じ
法 体 系 で あ る イ ギ リ ス や ア メ リカ の 影Sを 受 け て い た,。
191取 引 慣 行 法(Tra〔ieYr・acticesAct)は,注(1)で記 した と お り競 争 に 関 す る 規 定


























(17}フラ ン チ ャ イ ジ ン グ実 務 規 則(FranchisingCodeofPractice)は,次の よ うな こ












ビジネ スの経験 やis要な財 務状 況 を含む フラ ンチ ャイザ ーの デー タ
フ ラ ンチ ャイズ につ いての 要約
購 人す るフ ラ ンチ ャイ ズの 構成 要 素
フ ラ ンチ ャイザ ーか ら フラ ンチ ャイ ジーに 要求 され る財 務 に関す る デー タ
現 存 す るフ ラ ンチ ャイ ズの数 と フラ ンチ ャ イジーの リス ト
過去 数年 にわ た り終rま たは 更新 しな か った フラ ンチ ャ イズの数
フ ラ ンチ ャイ ジーだ った もの との 未解 決の紛 争数
財務 的 デー タとな る基本 的な項IIをll己載 した契 約,lc































㈱ オ ー ス ト ラ リ ア 競 争 。消 費 者 委 員 会 は,1995年11月 に 取 引 慣 行 委 員 会(Trade
PracticesCommission,1979年創 設)と 価 格 監 視 委 員 会(P1・ICPSSurveillance
Authority,1983年創 設)の2つ の 組 織 が 統 合 さ れ て 設 、i.され た 組 織 で,連 邦 法 た





フ ラ ン チ ャ イ ズ契 約 準 備 交 渉 な い し契 約 に お け る 不 実 表 示:3.2%
フ ラ ン チ ャ イ ズ契 約 継 続 中 に お け る 違 反 行 為:47%
契 約 の 終r:1.2%
生 産 物 ま た は サ ー ビ ス の 配 達:4.7%
ロ イ ヤ リテ ィの 支 払 い:3.9%
ト レー ニ ン グ や 援 助:2.8%












こ の こ と も,フ ラ ン チ ャ イ ズ 契 約 締 結 準 備 段 階 に お け る 売i:r測 に 関 す る 紛'jrで




















な お,2001年 に は,総 売 ヒは765億 オ ー ス トラ リ ア ドル,総 店 舗 数4万9T・9百,
750の フ ラ ンチ ャ イ ズ チ ェ ー ン に65ノ ∫の 人 々 が 働 い て い たf,他 の 国 々 の 現 状 に つ い




1ド ル80円 で 計 算 す る と6兆4T・ 億 円 で あ る 。
ScheduleFi°anchisingCodeofConductYartlPreliminary
lPul-poseofcode
q)Thepu1・poseQfthis('()deistoregulatetheconductofparticipantsinfi・an-
chisingtowardsotherparticipantsinfranchising.
Part2Disclosure
Division2.1Disclosui°eDocument
GFranchisormustmaintainadisclosur°edocument
一49
(1)Afranchisormust,beforeenteringintoafranchiseagreement,andwithin
3monthsaftertheendofeachfinancialyearafterenteringintoafranchis-
ingagreement,createadocument(adisclosuredocument)forthefranchise
inaccordancewiththisDivision.
144)6APurposeofdisclosuredocument
thepurposesofadisclosuredocumentare:
(1)togivetoaprospectivefranchise,orafranchiseeproposingtoenterinto,
reneworextendafranchiseagreement,informationfromthefranchisorto
helpthefranchiseetomakeareasonablyinformeddecisionaboutthefran-
chise
(4919Earningsinformation
19.1Earningsinformationforthefranchise,ifitisgiven,mustbebasedon
reasonablegrounds.
19.2Earningsinformationmaybegiveninaseparatedocumentattachedto
thedisclosuredocument.
19.3Earningsinformationincludesinformationfromwhichhistoricalor
futurefinancialdetailsofafranchisecanbeassessed.
19.41fearningsinformationisnotgiven-thefollowingstatement:
Thefranchisordoesnotgiveearningsinformationabouta(insert
typeoffranchise)franchise.
Earningsmayvarybetweenfranchises.
Thefranchisorcannotestimateearningsforapartipularfranchise.
19.5Earningsinformationthatisaprojectionorforecastmustincludethe
followingdetails:
(a)thefactsandassumptionsonwhichtheprojectionorforecastis
based;
(bltheextentofenquiriesandresearchundertakenbythefranchisor
andanyothercopileroftheprojectionorforecast;
(cltheperiodtowhichtheprojectionorfoi°ecastrelates;
(dlanexplanationofthechoiseoftheperiodcoveredbytheprojec-
tionorforecast;
lelwethertheprojectionorforecastincludesdepreciation,salaryfor
thefranchiseeandthecostofservicingloans;
(flassumptionsaboutinterestandtax.
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